
1． 継続事業の前提に関する注記

　 該当なし。

２． 重要な会計方針

（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　・棚卸資産

　　　最終仕入原価法による原価法によっている。

（２）固定資産の減価償却の方法

　　・建物、構築物、機械及び装置、車輌運搬具、器具及び備品、権利（非減価償却資産を除く）

　　　平成19年3月31日以前に取得したものについては旧定額法、平成19年4月1日以降に取得したものに

　　　ついては定額法。

　　・無形固定資産（ソフトウエア）

　　　ソフトウエア等の無形固定資産については、残存価額をゼロとする定額法によっている。

（３）リース取引の処理方法

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産はリース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロ

　　　とする定額法によっている。ただし、リース契約1件あたりのリース料総額が300万円以下又はリース期間

　　　が1年以内のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　　　なお、オペレーティング・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

　　　よっている。

（４）引当金の計上基準

　　・賞与引当金

　　　職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

（５）消費税等の会計処理

　　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

３． 重要な会計方針の変更

　該当なし

４． 法人で採用する退職給付制度

　独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度に加入している。

５． 法人が作成する計算書類等と拠点区分、サービス区分

　当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。

（１）法人全体の計算書類（会計基準省令第1号第1様式、第2号第1様式、第3号第1様式）

（２）事業区分別内訳表（会計基準省令第1号第2様式、第2号第2様式、第3号第2様式）

　　　  当法人では、社会福祉事業のみを実施しているため作成していない。

（３）社会福祉事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第1号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式）

（４）公益事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第1号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式）

　　　  当法人では、公益事業を実施していないため作成していない。

（５）収益事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第1号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式）

　　　  当法人では、収益事業を実施していないため作成していない。

（６）各拠点区分におけるサービス区分の内容

　　　ア　田主丸一麦寮拠点区分（社会福祉事業）

　　　　　　法人本部

　　　　　　障害者支援施設　田主丸一麦寮

　　　　　　短期入所事業　田主丸一麦寮

　　　　　　グループホーム　一麦ハウス

　　　　　　相談支援センター　いちばく

　　　　　　障害児相談支援センター　いちばく

　　　イ　第二田主丸一麦寮拠点区分（社会福祉事業）
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　　　　　　障害者支援施設　第二田主丸一麦寮

　　　　　　短期入所事業　第二田主丸一麦寮

　　　ウ　ステップ拠点区分（社会福祉事業）

　　　　　　就労継続支援Ｂ型事業　ステップ

　　　　　　グループホーム　むぎハウス

　　　　　　グループホーム　むぎっ子ハウス

６． 基本財産の増減の内容及び金額

　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

７． 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

　 該当なし

８． 担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。

　 該当なし

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

　 該当なし

９． 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

土地（基本財産）

建物（基本財産）

土地

建物

構築物

機械及び装置

車輌運搬具

器具及び備品

その他の固定資産

１０． 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

　 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

事業未収金

未収金

１１． 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　 該当なし。

１２． 関連当事者との取引の内容

　 該当なし。

１３． 重要な偶発債務

科　　目 債権額
徴収不能引当金の

当期末残高
債権の当期末残高

406,872 0 406,872

106,983,149 106,983,149

179,126,286 142,756,123 36,370,163

250,000 0 250,000

（単位：円）

合計 1,544,926,971 758,540,304 786,386,667

26,723,709 12,918,852

26,023,423 15,744,715 10,278,708

61,825,817 30,925,704 30,900,113

64,993,602 36,425,072 28,568,530

39,642,561

23,969,154 0 23,969,154

263,748,710 0 263,748,710

885,347,418 505,964,981 379,382,437

643,131,147

0

合　　計 670,421,300 1,768,800 29,058,953

土　　地 263,748,710 0 263,748,710

建　　物 406,672,590 1,768,800 29,058,953 379,382,437

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

（単位：円）

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

合　　計 107,390,021 0 107,390,021



　 該当なし。

１４． 重要な後発事象

　 該当なし。

１５． 合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け

　 該当なし。

１６． その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を

明らかにするために必要な事項

（1）通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース

　取引

　リース料総額

　器具及び備品 15件 11,659,616 円 3,833,884 円

15 件 11,659,616 円 3,833,884 円

（2）「久留米市社会福祉施設等物価高騰対策支援補助金」の請求について

　原油価格・物価高騰により生じている光熱費及び送迎車等の燃料費に対する助成

　　　請求先　　　：　久留米市

　　　受入れ先　 ：　各サービス区分「補助金事業収入（公費）」にて受入れ

　　　補助内容　 ：　施設入所　30,000円/名

　　　　　　　　　　　　生活介護　 6,000円/名

　　　　　　　　　　　　短期入所　30,000円/名

　　　　　　　　　　　　共同生活　30,000円/名

　　　　　　　　　　　　相談支援　50,000円/事業所

　　　請求金額　 ：　2,540,000円（田主丸一麦寮拠点区分）

　　　請求金額　 ：　1,290,000円（第二田主丸一麦寮拠点区分）

　　　請求金額　 ：　660,000円（ステップ拠点区分）

　　　合　　  計　 :　4,490,000円

計

未経過リース料期末残高リース物件の種類


